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首都東京における水道管路の
耐震継手化の取組について

【基本事項】 【配水量】 （平成27年度）

事業開始 創立認可

年 月 日 供用開始

　年間総配水量

　一日平均配水量

（区部及び都営水道２６市町（未統合市への分水量を含む。））

　一日最大配水量
　（平成２７年７月１４日）

１,５３０,３００千ｍ3

４,１８１千ｍ3

４,６０４千ｍ3

※給水区域面積、給水人口及び給水件数は、平成27年10月１日現在

　給水件数※ ７,３４０千件

　水源量 ６３０万ｍ3/日

　施設能力 ６８６万ｍ3/日

　配水管延長 ２６,９１５km

　職員数 ３,５４３人

（区部及び都営水道２６市町）

　給水人口※ １３,１７３千人

（平成28年３月末現在）

　明治２３（１８９０）年７月５日

　明治３１（１８９８）年１２月１日

　給水区域面積※ １,２３９km2

１.はじめに
１.１東京水道の概要

東京水道は、近代水道創設以来百十余年
にわたり、都民生活と首都東京の都市活動に
欠くことのできない水道水を供給し続けてき
た。この間、高度経済成長期における人口や

産業の集中などに伴い急増した水道需要に対
応するため、水源の確保や水道施設の短期間
かつ集中的な整備を行ってきた。また、近年
においては、水道水質へのお客さまニーズの
高まり等を踏まえ、利根川水系の全浄水場に

東京都水道局

技監

田村　聡志

表１　東京水道の基本事項と配水量
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高度浄水処理を導入するなど、時代の要請に
応じ、水源から蛇口に至るまで総合的な施策
を展開してきた。こうした水道施設の整備に
よって、今日では、日量 630 万 m³ の水源量、
日量 686 万 m³ の施設能力、2 万 6,915 ｋｍ
の配水管延長を有する世界でも有数な規模の
水道事業体へと発展を遂げている。

現在、東京水道は、東京都 23 区及び多摩
地区 26 市町の 1,239km² の区域、1,317 万人
の都民に水道水を供給しており、都民生活と
首都東京の都市活動を支え、基幹的ライフラ
イン事業者としての使命を担っている（表１）。

1.2 震災の脅威

近年、日本各地で地震被害が発生しており、
平成 28 年には、４月に熊本県熊本地方を震
源とする最大震度７の地震が発生、10 月に鳥
取県中部を震源とする最大震度６弱の地震が
発生し、水道施設においても被害をもたらし
た。

また、過去においては、平成７年に発生し
た阪神・淡路大震災や平成 23 年に発生した
東日本大震災により、水道施設が甚大な被害
を受け、多数の断水被害が発生し、市民生活
や社会経済活動に重大かつ深刻な影響を及ぼ
している（表２、図１）。

断水被害戸数 最大断水期間

阪神・淡路大震災
（H7.1）

約130万戸 ３か月

東日本大震災
（H23.3）

約260万戸 ７か月

表２　阪神・淡路大震災及び東日本大震災における断水被害

※  「東京都　阪神・淡路大震災調査報告書」及び「厚生労働省　
東日本大震災水道施設被害状況調査・最終報告書より作成」

写真１　 非耐震継手管（呼び径2400）の抜け
出し（東日本大震災）

図１　東日本大震災における断水状況
（平成23年３月12日時点）

（出典元：厚生労働省） （出典元：厚生労働省・公益社団法人日本水道協会）
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これらの震災で発生した水道管路の被害
は、耐震継手になっていない管路の抜け出し
などが多くを占めた（写真１）。

一方、政府の地震調査研究推進本部の調
査研究によると、南関東においてマグニチュー
ド７程度の地震が今後 30 年以内に 70％の確
率で発生すると推測されている。また、首都
直下地震の切迫性が指摘される中、「首都直
下地震等による東京の被害想定（平成 24 年４
月）」では、震度６強以上の地域が広範囲に
及ぶことや、液状化の影響を受けることによ
り、甚大な断水被害が想定されている。

２.首都直下地震等による東京の被害想定
平成 23 年に発生した東日本大震災は、日

本の観測史上最大のマグニチュード9.0を記録
し、我が国に未曾有の被害をもたらした。こ

れを受け、東京都では、客観的なデータと科
学的な裏付けに基づき、より実態に即した被
害想定へと前回の想定 （平成 18 年５月公表）
を全面的に見直している（図２）。

2.1対象地震

対象地震としては、東京に大きな被害を及
ぼす恐れのある以下の４つの地震を選定して
いる。

（1）首都直下地震

首都直下の地震として、ある程度の切迫性
が高いと考えられる地震であること、都心部
でのゆれが強いこと、強いゆれが広範囲に広
がっていることから、東京に大きな被害を及
ぼす恐れがある東京湾北部地震を選定してい
る。また、多摩地域における被害を想定して、

震度
7
6強
6弱
5強
5弱
4
3以下

図２　被害想定における震度分布
（出典元：東京都防災会議）
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多摩直下地震（プレート境界多摩地震）を選
定している。今回の被害想定では、東日本大
震災の教訓を踏まえ、将来想定し得る最大ク
ラスの地震への備えを強化する観点からマグ
ニチュード 7.3 を対象に再検証している。

（2）海溝型地震

これまでは、関東大震災と同様のマグニ
チュード８クラスの地震について、今後 100 年
程度以内に発生する可能性がほとんどないと
考えられていたために除外していた。しかし、

東日本大震災の教訓を踏まえ、発生頻度が低
い場合でも、過去に発生した地震で、ひとた
び発生すると大きな被害を及ぼす恐れがある
ものについては、検討を行う必要があるとし
ている。そのため、相模トラフ沿いを震源とし、
過去に、都内に最も大きな津波をもたらしたと
されるマグニチュード８クラスの元禄型関東地
震を今回新たに対象地震に追加している。

（3）活断層で発生する地震

これまでは、立川断層帯地震は、国の評価

※「首都直下地震等による東京の被害想定（平成24年4月）公表」より作成

図３　被害想定における断水率分布
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で、平均活動間隔は 10,000 ～ 15,000 年程度、
発生確率は今後 30 年以内に、ほぼ 0.5 ～２％
とされていたために除外していた。しかし、
国は、東日本大震災による地殻変動により、
発生確率が高くなっている可能性があると公
表している。このため、多摩地域を中心に都
に大きな影響を及ぼす恐れがあるマグニチュー
ド 7.4 の立川断層帯地震を今回新たに対象地
震に追加している。

2.2 水道における被害想定

今回の被害想定結果の特徴としては、フィ
リピン海プレート上面の深度が従来の想定よ
り浅いという最新の知見を反映させているこ
となどから、最大震度７の地域が出るととも
に、震度６強の地域が広範囲となっている。

こうした地震動の大きさや液状化の影響な
どから、水道管路の被害は、首都直下地震

（東京湾北部地震、多摩直下地震）の場合、
区部東部や沿岸部で大きくなっている。また、
元禄型関東地震では震源域に近い城南地区
や南多摩で大きくなっている。都全体の断水
率については、元禄型関東地震で最大となり
45.2％となっている（図３）。

3.水道管路の耐震継手化の取組
大規模地震時においても水道施設への被

害を最小限にとどめ、給水を継続して首都機
能を維持するために、東京水道では様々な震
災対策に取り組んでいる。主な震災対策とし
ては、浄水場や給水所等の基幹的水道施設
の耐震化や水道管路の耐震継手管への取替
えといった被害軽減対策、導水施設の二重化
や送水管の二重化・ネットワーク化等による

写真２　導水施設の二重化整備状況

写真３　水道管路の吊込み状況

写真４　水道管路の接合状況
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バックアップ機能の強化（写真２）、応急給水
拠点の整備等による代替給水手段の確保、自
家用発電設備の整備等による停電時の電力
確保などがある。

なかでも、水道管路については、お客様の
蛇口まで水を届けるだけでなく、浄水場や給
水所を有機的に連携するなど、大切な役割を
担っているとともに、全水道資産の約７割を占
めることから、計画的に耐震継手管への取替
えを進めていくことが重要である。耐震継手
化を進めるに当たっては、断水被害の軽減効
果を早期に高めるため、過去の震災の教訓や
東京の被害想定等を踏まえ、優先性を考慮し
ている（写真３、４）。

3.1 水道管路の耐震継手化の経過と今後

東京水道では、これまで、老朽化した管路
の取替えなどを重点的に取り組んできたことか
ら、管路のほとんどは、強度とじん性に優れ
たダクタイル鋳鉄製になっている。阪神・淡路
大震災を契機に平成 10 年度からは、離脱防
止機能を有する耐震継手管であるＮＳ形ダクタ
イル鋳鉄管等を全面的に採用している。

また、漏水防止、耐震水準の向上、濁り水
の防止を目的として、平成 14 年度からは経年
管更新に一層取り組むとともに、平成 17 年度
からは初期ダクタイル管の計画的な取替えを本
格的に実施している。

さらに、東日本大震災後の平成 24 年度か
らは事業量を従来に比べ倍増し、耐震継手化
を進めてきた。

なお、呼び径 75 ～ 250 の管路は、施工性
の向上、全体工程への影響、経済性などにつ
いての検証結果を踏まえ、平成 26 年度から

新耐震継手管であるＧＸ形ダクタイル鋳鉄管を
本格的に採用している（表３、写真５）。

こうした取組により、阪神・淡路大震災が
発生した平成 7 年当時に 2％程度であった管
路の耐震継手率を平成 27 年度末には 39％ま
で向上した。

今後も引き続き、耐震継手化を推進してい
くこと等により、想定される被害が最大となる
元禄型関東地震が発生した場合の平常給水
までの復旧日数見込みを平成 27 年度末時点
の 27 日から平成 37 年度末までには 16 日以
内に短縮させていく。

3.2 優先的な耐震継手化

東京水道が管理する配水管の総延長は約
27,000km にも及ぶことから、全てを耐震継
手管に取り替えるには、長い年月と膨大な費
用を要する。このため、震災時に重要な役割
を果たす施設への供給ルートや被害が大きい
と想定される地域の管路の耐震継手化を優
先的に実施している。

写真５　ＧＸ形ダクタイル鋳鉄管
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（1）重要施設への供給ルート
震災時において、指揮命令や救命救助など

の役割を担う施設を重要施設として位置付け、
そこへの供給ルートである管路を優先的に耐
震継手管へ取り替えている。この重要施設に
は、医療救護活動に関わる病院、指揮命令
系統を担う首都中枢機関、災害時に多くの人
が集まる避難所及び主要な駅、都が大規模救
出救助活動拠点に指定した都立公園と清掃工
場、警察・消防施設、東京 2020 オリンピック・
パラリンピック競技大会会場等を位置付けて
いる（図４）。

これらの重要施設への供給ルートにおける
耐震継手化状況についての実績及び目標を表
４に示す。重要施設への供給ルートの耐震継
手化は、今後、東京 2020 オリンピック・パラ
リンピック競技大会の開催の前年度である平

成 31 年度までに一定の区切りをつけるととも
に、平成 37 年度までの完了を目指していく。

なお、重要施設への供給ルートの耐震継手
化を進めるに当たっては、給水管についても、
耐震継手管やステンレス鋼管へ取替えを実施
している（図５）。

救急医療機関等道路

配水管　耐震化する給水管

水道メーター

図５　重要施設の給水管の耐震化

26年度 27年度

（実績） （実績）

31年度

100

31年度

100

34年度

100

31年度

100

34年度

100

31年度

100

31年度

100

東京2020オリンピック・

パラリンピック競技大会会場等
60 68

大規模救出救助活動拠点等 43 47

37年度

100

主

要

な

駅

一日当たりの乗車人数

20万人超
41 44

一日当たりの乗車人数

10万人超20万人以下
44 48

41

大学・高等学校・公民館等 36 37

重

要
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率

首都中枢・救急医療機関等 77 78

避

難

所

中学校 36 44

小学校 38

指　標 （目標）

（単位：％）表４　重要施設への供給ルートにおける耐震継手化の実績と目標
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（2）被害が大きいと想定される地域の管路
東日本大震災では、都内においても液状化

による噴砂被害が発生した（写真６）。また、
東京の被害想定では、液状化危険度が高い
地域などでは、断水率が 60％を超える被害
が想定されている。東京水道では効果的に断
水被害を軽減するため、こうした震災時の断
水被害が大きいと想定される地域の管路につ
いても、耐震継手化を優先的に実施している。

写真６　液状化による噴砂被害（江東区）
（東日本大震災）

４. おわりに
東京水道は、「1,300 万人の都民生活を支え

る水道」、「都市活動及び首都中枢機能を支え
る水道」という重要な役割を担っており、震
災時においても水を供給することは、都民生
活のみならず、我が国全体の国民生活及び社
会経済活動の継続にも不可欠である。しかし、
水道管路の耐震継手化には、長い年月と膨
大な費用を伴うため、一朝一夕には進まない。
また、近年では、既設の水道管が交通量の
多い国道や都道の下に埋設されていることや
他企業埋設物が輻輳していることなどにより、
施工が困難な箇所も残存している。そのため、
優先性を考慮して耐震継手化を進めていくと
ともに、道路管理者や他企業管理者等との調
整を一層綿密に実施し、事業への理解と協力
を得ながら、取り組む必要がある。

今後も、東京水道では、震災対策を最重
要課題の一つとして位置付け、水道管路の耐
震継手管への取替えを着実に推進していくこ
とで、首都東京にふさわしい、地震に強い水
道の構築を目指していく。
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（1）重要施設への供給ルート
震災時において、指揮命令や救命救助など

の役割を担う施設を重要施設として位置付け、
そこへの供給ルートである管路を優先的に耐
震継手管へ取り替えている。この重要施設に
は、医療救護活動に関わる病院、指揮命令
系統を担う首都中枢機関、災害時に多くの人
が集まる避難所及び主要な駅、都が大規模救
出救助活動拠点に指定した都立公園と清掃工
場、警察・消防施設、東京 2020 オリンピック・
パラリンピック競技大会会場等を位置付けて
いる（図４）。

これらの重要施設への供給ルートにおける
耐震継手化状況についての実績及び目標を表
４に示す。重要施設への供給ルートの耐震継
手化は、今後、東京 2020 オリンピック・パラ
リンピック競技大会の開催の前年度である平

成 31 年度までに一定の区切りをつけるととも
に、平成 37 年度までの完了を目指していく。

なお、重要施設への供給ルートの耐震継手
化を進めるに当たっては、給水管についても、
耐震継手管やステンレス鋼管へ取替えを実施
している（図５）。

救急医療機関等道路

配水管　耐震化する給水管

水道メーター

図５　重要施設の給水管の耐震化

26年度 27年度

（実績） （実績）

31年度

100

31年度

100

34年度

100

31年度

100

34年度

100

31年度

100

31年度

100

東京2020オリンピック・

パラリンピック競技大会会場等
60 68

大規模救出救助活動拠点等 43 47

37年度

100

主

要

な

駅

一日当たりの乗車人数

20万人超
41 44

一日当たりの乗車人数

10万人超20万人以下
44 48

41

大学・高等学校・公民館等 36 37

重

要

施

設

へ

の

供

給

ル
ー

ト

の

耐

震

継

手

率

首都中枢・救急医療機関等 77 78

避

難

所

中学校 36 44

小学校 38

指　標 （目標）

（単位：％）表４　重要施設への供給ルートにおける耐震継手化の実績と目標
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Technical Report 技術レポート

100年先の次世代へ安心して
引き継ぐために
～老朽管の更新とS50形ダクタイル鉄管の採用～

１.はじめに
東北 6 県都市の水道は、明治 40 年の秋田

を筆頭に、青森（明治 42 年）、郡山（明治
45 年）、塩釜（大正元年）、いわき（大正 10
年）、仙台・山形（大正 12 年）、福島・米沢（大
正 14 年）、会津若松（昭和 4 年）と次 に々完
成しており、ついで酒田、弘前も給水を目指し
着 と々すすめていた。昭和の時代に入っても、
東北地方の県庁所在地で水道事業が立ち遅
れていたのは盛岡のみとなった。

そうした中、昭和 3 年には本市の水道事業
に先駆けて、民間による「盛岡水道利用組合」
が設立され、約 2 千戸に給水を開始した。市
政発展の要ともいえる水道事業は、もはや事
態を先延ばしできない状況に追い込まれていっ
た。厳しい社会情勢ではあったが、盛岡市は

水道事業の着手を決意し、昭和 4 年度の市予
算に水道調査費を計上。盛岡の水道事業はい
よいよ出発点に立ったのである。

施設計画は、給水人口を第 1 期 5 万人、
第 2 期 10 万人（昭和 5 年の本市の人口は
62,249 人）という規模で考えた。この提案は、
大胆な行動と発想、そして綿密な建設計画をも
とに実現に向けてスタートすることとなる。

管路は、すべて印籠継手の高級鋳鉄管（以
下「CIP」という。）呼び径 75 ～ 500を使用し、
総延長は100kmにも達するという大事業であっ
た。創設当時のCIPが80年経過した現在でも、
適正な有効率を確保し使用できていることから、
鋳鉄管の寿命の長さを推し量ることができる。

盛岡市上下水道局

上下水道部水道建設課

課長補佐

山路　聡
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２.盛岡市水道事業の変遷
盛岡市の水道事業は昭和 9 年に給水を開始

して以来、市民生活と都市活動を支えてきた。
創設当時の給水人口は 5 万人で、1日6,300m³

を給水する計画であったが、水道創設から現
在まで、盛岡市の町並みや市民の生活は大き
く変化してきた。

戦後の戦災復興土地区画整理事業、昭和
45 年の国体開催、高速道路や新幹線の開通
など、それぞれの時代の変化に対応するように
盛岡市の水道事業は、昭和 25 年の第 1 次拡
張事業以後、7 回にわたって拡張事業を実施
している。水需要は、家庭でも節水できる環境
が整い始めた平成 12 年度に総配水量の最大
値をマークすると、翌 13 年度から減少傾向が
続いている（図 1）。現在の概況は次に示す（図
2）。

写真1　呼び径500配水管布設工事
（昭和8年6月17日）

図1　配水量と配水管延長の推移
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３.現状と課題
（1）災害対策

地震災害については、平成 28 年 4 月14日、
そして 16日に熊本地方を震度 7 の大地震が
襲い甚大な被害が発生し、平成 23 年 3 月11
日に発生した東日本大震災を思い起こすことと
なった。地震以外の災害では、平成 28 年 8
月30日に太平洋岸から岩手県に直接上陸した
台風 10 号により、沿岸部と県北内陸部を中心
に非常に大きな被害が発生した。

このような状況の中で盛岡市の対応は、4 月
の熊本地震においては大規模断水解消のた
め、熊本市内で応急復旧支援活動を実施した。
また、8 月の台風 10 号においては、特に甚大
な被害を受けた岩泉町に対して応急給水や応

急復旧活動等、1 箇月を超える長期間、応援
人数延べ 400 人を超える体制で、被災地の早
期復旧を願い懸命に業務に従事し、岩泉町は
10 月8日に断水は解消されている。

今年度は盛岡市に大きな被害を及ぼすような
災害は今のところは発生していないが、万一の
不測の事態が発生しても、被害を最小限に抑
え、ライフラインの健全性を維持していくために
は、強靭な管路の整備とマンパワーの充実、そ
して応援のみならず受援の計画を早期に策定
することが必要だと考えている。

（2）アセットマネジメントによる分析

アセットマネジメント手法により更新需要を算定
した（図 3）。算定にあたっては法定耐用年数

図2　水道事業の概況

  ■盛岡市の紹介

●市制施行▶▶▶明治22年4月1日
●面　　積▶▶▶886.47㎢
●人　　口▶▶▶292,980人
●世 帯 数▶▶▶133,250世帯
●気象状況▶▶▶最高気温  35.5℃
　　　　　　　　最低気温－9.5℃
　　　　　　　　（H28.3.31現在）

  ■盛岡市水道事業の紹介

●創　　　設▶▶▶▶昭和9年
●給 水 人 口▶▶▶▶286,982人
●給 水 区 域▶▶▶▶138,79㎢
●水道普及率▶▶▶▶98.0%
●給水普及率▶▶▶▶99.2%
●1日最大配水量▶▶▶▶96,859㎥
●有　収　率▶▶▶▶93.2%
●有　効　率▶▶▶▶94.8%
　　　　　　　　　　（H28.3.31現在）
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ではなく、管路であれば管種、埋設条件、漏
水履歴等を踏まえ、盛岡市独自の実耐用年数
を設定している。浄水場等を含めた更新需要
を今後 100 年間で山を均すと、年平均で約 25
億円が見込まれることから、更新時期の延伸な
どによる投資の平準化を図り、管路の適正な
更新を進める必要がある。さらに、更新の実施
にあたってはトータルコストの低減が重要であり、
その場合の更新時期については実耐用年数で
比較検討すべきである。

４.管路の計画的更新と耐震化の推進
（1）もりおか水道施設整備構想の改訂

もりおか水道施設整備構想は、100 年先の
次世代に健全な水道を安心して引き継ぐため
に、現状の課題を解決するとともに、将来の様々
なリスクに対応できる水道施設を構築するため、

長期的な視点から水道施設整備の方向性を明
らかにすることを目的としている。平成 18 年に
策定（19 年に一部改訂）した本構想とダウン
サイジングによる浄水場の廃止計画を踏まえ、
平成 26 年 6 月に全面改訂した。

予想される内陸直下型地震（花巻断層帯）
では、盛岡市域は「震度 6 強」が最大震度
と想定されている。施設の老朽度や地盤状況
によって耐震性評価が低い施設があるため、
浄水施設、導水管、送水管、配水本管など
の基幹施設については、速やかに耐震化を図
り、給水安全度を高める必要がある（図 4）。
また、災害時に人命にかかわる重要施設であ
る基幹病院や避難所については、優先的に当
該施設までの配水管の耐震化を図り安定供給
することを定めている。

図4　基幹施設・基幹管路の耐震化

震度6弱～6強が想定される地域、重要度が
高い施設、老朽化が進み緊急度が高い施設
について、優先的に耐震化（耐震性向上）を
実施し、給水安全度の向上を目指す。
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図5　もりおか水道ビジョンにおける施策の体系と展開
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図6　高級鋳鉄管と硬質ポリ塩化ビニル管の更新計画

（2 ）第三次盛岡市水道事業基本計画（もり

おか水道ビジョン）の策定

もりおか水道ビジョンは、長期的な事業運営
の視点に立って、平成 27 年度からの 10 年間
に盛岡市水道事業が取り組むべき施策の方向
性を示す計画として策定した。同時に、まちづ
くりの基本となる指針を定めた盛岡市総合計画
の水道事業における部門計画に位置付けてい
る。また、もりおか水道ビジョンは、盛岡市水
道施設の整備に関する基本的方針を定めた「も
りおか水道施設整備構想」や厚生労働省「新
水道ビジョン」に示される取り組み方針等を踏ま
えた水道事業の将来像を示す、盛岡市の「水
道事業ビジョン」でもある。

計画に掲げる施策の実施にあたっては、主
要施策、成果指標等を盛り込んだ実施計画を
策定し、財政運営の長期的な展望の下に重要
度や緊急度を勘案して、優先的・集中的に取
り組むべき事務事業を明らかにし、適宜見直し
を行いながら年度ごとの予算に反映させ、効果
的かつ効率的に事業を推進していくこととしてい
る（図 5）。

本計画における管路整備については、施策
の体系に「管路の耐震化」と「計画的な施
設の更新・改良」を掲げ、耐震性のない CIP
と硬質ポリ塩化ビニル管（以下「VP」という。）
を、優先的に更新することとしている（図 6）。
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（3）重要給水施設配水管整備事業の実施

大規模地震等への対応として、人命の安全
確保に重要な基幹病院や要援護者収容避難
場所等への安定給水を確保することが重要で
ある。その重要給水施設への配水管の耐震化
にあたっては、火山性台地などの軟弱地盤の
地域で被害が大きいと想定される市北西部エリ
アの医療機関、要援護者収容施設の計 21 施
設を選定し、配水幹線の新設及び配水支管の
耐震化を実施することとしている。重要給水施
設の選定は、盛岡市災害対策マニュアルに位
置付けた施設や盛岡市地域防災計画に指定さ
れた医療機関のうち、基幹病院、人工透析病
院、救急指定病院及び避難所となっている施
設を位置付けている（図 7）。

計画期間は平成 26 年度から37 年度までの

12 年間で、整備延長は 31,635 ｍ、事業費は
57 億 8,900 万円、財源としては国の生活基盤
施設耐震化等交付金（緊急時給水拠点確保
等事業：重要給水施設配水管）を活用して事
業を推進させる予定である。

（4）経年管更新事業の推進

耐用年数を超過している昭和 9 年の創設期
に布設された CIPを計画的に更新するため、
平成 11 年度に更新計画を策定し、平成 12 年
度から事業に着手している。現在の中心市街
地に多く布設されていることから更新工事には
苦労しているが、無ライニングの CIP は赤水発
生の原因となっており、早期解消を目指してい
る。

事業の推進にあたっては、平成 21 年度から

図7　重要給水施設配水管整備事業の整備計画
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図8　経年管更新事業（CIP)実施計画

図9　経年管更新事業（VP)実施計画
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は国庫補助を導入して、年間 5 億円規模を投
資し更新スピードを速め、補助申請分は平成
33 年度までに解消し、道路改良事業などにより
計画から外していた箇所についても、平成 40
年度までには完了し全廃する予定としている。

また、玉山地域を除く盛岡市内の VP は、
昭和45年度から55年度に多く布設されており、
耐用年数である40 年前後から漏水が多発す
る傾向にある。そのため、盛岡地域を11 地区
に区分して、呼び径 50 以上の配水管を面的
に更新する計画とした。

約 97km に及ぶ VP の更新は、年間 5 億
円を投入して、平成 28 年度から43 年度まで
の 16 年間で完了することとしているが、遅くとも
もりおか水道施設整備構想に示す平成 50 年
度までには全廃する予定である。玉山地域は、

別途策定した配水管整備計画により、VP の解
消を図ることとしている。

５.管種選定における現状と課題
管路の地震対策としては、平成 5 年度の送

水管から耐震管を全面採用した。平成 10 年
度からはすべての管路を耐震管とし、呼び径
75 以上は NS 形ダクタイル鉄管（以下「NS
形管」という。）を採用、平成 24 年度からは
GX 形ダクタイル鉄管（以下「GX 形管」という。）
を標準としている。

一方で、呼び径 50 で使用しているのは主に
水道用ポリエチレン管二層管（以下「PP 管」
という。）であり、耐震型のダクタイル鋳鉄管と
比較すると耐震性が低く、耐用年数である40
年前後で漏水が発生した事例もある。そのた

写真　2　S50形ダクタイル鉄管の施工状況
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め、100 年間におけるPP 管とS50 形ダクタイ
ル鉄管（以下「S50 形管」という。）のトータ
ルコストを比較し、S50 形管の試験施工を決定
した。なお、比較検討には呼び径 75 の GX
管も加えたが、管網解析の結果、停滞水の危
険性がある箇所が確認されたため、水質保持
の観点から除外した。また、配水用ポリエチレ
ン管も比較対象としたが、メーカーが提唱する
100 年間の性能維持については実績が少なく
不安視する声もあることから、鋳鉄管の盛岡市
における実績を評価している。

６.S50形ダクタイル鉄管の採用
（1）試験施工

試験施工は平成 27 年 9 月から12 月に行わ
れ、盛岡市内の現場に S50 形管 100.4 ｍを布
設した。この工事は、輻輳する給水管を統合
するための配水管布設工事で、使用水量など
から盛岡市の配水管最小口径である呼び径 50
が最適と判断されたものである。

検証内容は、S50 形管の接合要領書に記載
された内容及び施工性の確認とした。検証方
法は、工事受注者からの聞き取りと局職員数名
が自ら接合を体験し、その結果を検証・評価す
ることとした。

（2）検証結果

工事受注者からの聞き取りや施工を体験した
局職員へのアンケート結果は、NS 形管や GX
形管よりも施工性が良く、施工全般においても
適切かつ円滑な施工が可能であるとの回答で
あった。また、本線側が GX 形で分岐が S50
形の T 字管を試験採用したが、施工性が良く
コスト縮減にもつながることから、S50 形管の正

式採用にあたっては S50 形分岐の GX 形 T 字
管も正式に採用することになる。

直管の接合時、ボルトナットの締め付けにより、
挿し口が受口に引き込まれ、標準胴付寸法（Y
寸法）に影響を及ぼす可能性があるという感
想があったが、S50 形ダクタイル鉄管は軽量な
ため、締め付けの際に挿し口側の管を押さえて
おくことにより問題なく施工できる。掘削幅につ
いては、水道事業実務必携で定める幅員で施
工したが、特に狭いなどといった意見はなかっ
た。

（3）正式採用

検証結果を盛岡市水道技術委員会に報告
し、経済性の検証については、試験施工前に
比較検討しており、100 年間では S50 形管が
経済的であるとの結果から、盛岡市発注工事
においては、平成 28 年度からS50 形管を正
式採用している。（写真 2）また、給水装置工
事への対応としては、盛岡市給水装置工事施
行要領に S50 形管の使用可能を明記した。

７.今後の展望
今後の人口減少時代においては、呼び径

75 のダウンサイジングに S50 形管は最適であり、
停滞水対策やコスト縮減に有効である。耐震
化を継続的に推進する中においては、大きな役
割を担う管種であると考えている。

また、この技術を活かしダクタイル鉄管による
仮設管の提供も検討してはどうだろうか。台風
10 号による管路被害の仮復旧に施工性や経済
性を考慮し樹脂管を使用したが、樹脂管は紫
外線に弱く露出配管期間が長期化すると製品
劣化の懸念がある。ダクタイル鉄管においても
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軽量化された NS 形ダクタイル鉄管（E 種管）
も開発されており、強靭で低コストな災害対応
の仮設管の開発が期待される時期に来ている
ので、ぜひ持続的な安定給水に向け実現して
いただきたい。

また、盛岡水道においては、ヒト（職員）が
減り、モノ（施設）が老朽化し、カネ（収入）
がだんだん減っていくといった厳しい状況下に
おいて、ヒトが果たす役割は非常に大きく、次

代を担う“人財”を育成し、水道のプロフェッショ
ナルな集団、プロ組織を作るべきであると考え
ている。その取り組みとして、管路技術に関す
るOJT、人材育成による現場力の向上を目指
す必要がある。そして、特に地元企業との連
携を強化し、盛岡水道の長期ビジョンに理解を
いただき、官民連携して盛岡水道の未来を守
る取り組みを推進していきたい。
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Technical Report 技術レポート

営農用水におけるＧＸ形ダクタイル
鉄管の採用事例

１．はじめに
士幌町は北海道十勝総合振興局管内の河

東郡に位置する典型的な農村である。町の総
面積の約 60%を農用地とし、ジャガイモ、小麦、
豆類といった寒冷地型作物の輪作、肉用牛の
生産、酪農等を主体とした営農を行っている。

農業従事者の高年齢化や後継者不足など
に起因して農家戸数が減少している昨今では、
農業経営の大規模化や家畜飼養頭数の増加
による農産物や乳量、飼育頭数の増大に取り
組むとともに、労働負担の軽減や機械経費の
削減といった経営の効率化も推進しているとこ
ろである。

防除用水、家畜飲料水、洗浄水等、農業
経営にとって水不足は致命的であるが、現在
の給水施設は施設築造後 40 年近く経過してお

士幌町役場建設課

　技師

林　　博敏

十勝総合振興局産業振興部

北部耕地出張所

主査（事業調整）

山田　芳弘

図１　士幌町位置
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り、老朽化による破損や漏水の発生が顕著で
ある。

この様な状況を踏まえ、本地区では平成 27
年度から平成 31 年度までの予定で「道営農
地整備事業」による営農用水の整備（以下、「本

事業」）に着手した。
本稿では、本事業においてＧＸ形ダクタイル

鉄管（以下、「ＧＸ形管」）を採用した事例を
紹介する。

図２　計画概要図

２．本地区の給水施設の現状
地区内の基盤整備は、担い手の育成・支援

に向け、農地や基幹道路など総合的な整備が
行われてきた。

本地区の給水施設は昭和 52 ～ 54 年の「中
央（士幌）地区営農用水事業」および「士
幌簡易水道事業」により整備され、農業生産
と農村生活の両面にわたり農村環境の改善に
寄与してきた。主に塩ビ管により築造されている
本施設は、施設の老朽化に起因する破損、漏
水の発生が著しい。営農規模の拡大とともに水
需要が増加し続ける状況において、受益者は

慢性的な水不足に悩まされており、不足する水
を近傍の浄水場からトラックで運搬するなど、そ
の対応に苦悩している。

この様に必要な営農用水の確保や安定的供
給、あるいは、突発的に発生する漏水事故へ
の対応など、現状では多大な労力や費用が必
要となっていることから、給水施設の早急な更
新が切望されている。
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写真１　漏水事故への対応

また、近年では自然災害による被害も生じて
いる。平成 28 年 8 月には 1 週間に 3 個の台
風が北海道に上陸、その後、追い打ちをかけ
るように台風 10 号が接近し、道東を中心に大
雨による河川の氾濫や土砂災害など大規模な
被害が発生した。

これら8 月に発生した台風災害における北海
道内の被害面積は 39 千 ha であり、そのうち
26 千 ha が十勝総合振興局管内であった。特
に士幌町ではジャガイモを始めとする農作物に
壊滅的な被害が生じたことに加え、農地の流
出や農業施設の倒壊などの甚大な被害が発生
した。

現況の給水施設においても河川氾濫により被
害を受けたことから、自然災害にも負けない強
靭な水供給システム構築への期待が高まってい
る。

写真２　応急復旧状況

３．営農用水における管種選定
表１に示す通り、本地区の営農用水は士幌

町の全水道の大部分をカバーしている。営農用
水事業は水道事業と表裏一体の関係にある。
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表１　営農用水の占める割合
士幌町の全水道 営農用水分（左の内）

給水区域　町内全域 面積カバー率　90%

供給能力　8615m³/d 能力カバー率　78%

給水人口　6787人 人口カバー率　30%

供給水量　176万ｔ/y 水量カバー率　77%

家畜頭数　約7万頭 家畜カバー率　95%以上

道内の営農用水施設設計の標準的事項を
示す「営農飲雑用水施設設計指針（案）」で
は『営農飲雑用水施設に用いる管種は、「水
道施設の技術的基準を定める省令」に定めら
れた浸出基準を満足するとともに、水圧、外圧
に対する安全性、環境条件、施工条件を勘案
して最適なものを選定する。』と明記されている。
営農用水施設の建設に当たっては水道事業と
整合を図りながら進めなければならない。

また、士幌町では、2011 年に発生した東日
本大震災において水道施設が被災し地域住民
の生活に甚大な影響を及ぼしたことを教訓に、
いつ発生するか予測できない地震などの被害を
最小限にとどめることを目的として「士幌町水
道耐震化指針」（以下、「耐震化指針」）が
策定されていることから、本事業においても「耐
震化指針」に準拠することとした。
「耐震化指針」では、管種や継手の選定に

際し、以下 3 つの条件を検討することとしてい
る。

①　レベル２地震動に耐えうる管種・継手
②　 東日本大震災での被害実績が少ない

管種・継手
③　士幌町の実情に即した管種・継手

これらのことを総合的に判断し、耐震性・耐
圧・耐腐食性・耐衝撃性に優れた「ＧＸ形管」
を選定することとした。

４．ＧＸ形管
ＧＸ形管は、（公社）日本水道協会「JWWA 

G 120　水道用ＧＸ形ダクタイル鋳鉄管」及び
（一社）日本ダクタイル鉄管協会「JDPA G 
1049　ＧＸ形ダクタイル鋳鉄管」の規格品であ
る。

耐震継手として評価の高いＮＳ形管の改良型
であり、以下に示すような特長を有している。

①ＮＳ形管と同等の耐震性能（表２参照）
②ＮＳ形管と比べ施工性を向上
③新しい外面耐食塗装による長寿命化

（1）ＧＸ形管の継手性能

ＧＸ形直管の継手構造を図３に示す。管が
抜け出そうとした際には、受口内部にセットされ
たロックリングと挿し口部に形成された突部とが
引っ掛かり、継手部の抜け出しを防止する。継
手の伸縮量や離脱防止力は NS 形管と同値で
あり（表２参照）、両者とも高い耐震性能が期
待できる。過去に発生した大規模地震の際にも
被害ゼロであり、信頼性が高い。

図3　ＧＸ形直管の継手構造
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表２　ＧＸ形管の継手性能
項　目 性　能

継手伸縮量 管長の±1%
離脱防止力 3Ｄ kN（Ｄ：呼び径）
許容曲げ角度 4°
地震時に曲がりうる最大屈曲角度 8°

（2）施工性の向上

直管の受口やゴム輪の形状を見直すことで、
ＮＳ形管の約 50% の引き込み力で接合が可能
とされている。

異形管はメカニカル継手であるが、ボルト本
数の低減や管理が容易なメタルタッチ接合に変
更されるなどの改良が施されている。

ＮＳ形管では現地切管した際の挿し口突部
形成が手間であったが、ＧＸ形管では、P-Link
及び G-Linkと呼ばれる切管ユニットを採用する
ことで、作業効率が向上されている。

ＧＸ形管はゴム輪継手であり、降水時や湧水
地盤においてでも作業可能である。融着継手
や溶接継手を有する他管種と比べ、雪との戦
いになる冬季での施工性に優れている。

（3）新しい外面耐食塗装

ＧＸ形管では、「亜鉛系合金溶射＋封孔処理
＋合成樹脂塗料層」で構成された新しい外面
耐食塗装が施されている（図４参照）。これに
より、部分的に鉄部が露出しても耐食層の自己
防食により防食機能を維持でき、ＮＳ形管などに
施されてきた塗装より長寿命が期待できる。

図４　自己防食のメカニズム

５．工事概況
図 5 に施工断面の一例を示す。掘削は法

面勾配 0.3 の素掘り施工とし、管の埋設深さは
活荷重の影響、凍結深度、付帯施設の設置
等を考慮して土かぶり1.2m 以上確保した。

また、管の埋設位置は工事の際の交通障害
や需要者への給水の利便性などを考慮して、
道路の片側寄りに埋設するものとした。

図５　施工断面の例

工事計画は表３に示すとおりで平成 28 年度
末までに約 9km の施工を完了（進捗率：約
20%）予定である。

表3　工事計画
年　度 呼び径 延　長

平成27年度 － －
平成28年度 75～400 約9km施工
平成29年度 75～300 約10km予定
平成30年度以降 75～200 約27km予定

合　計 － 約46km

平成27年度は調査設計を行い、平成28年
度は３工区で工事を実施した。台風の上陸や
接近に伴う工事中断などはあったものの、概ね
順調に工事が進捗したところであり、今後とも
安定した事業予算が配分されることを切に願う。
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写真３　納入されたＧＸ形管

写真４　ＧＸ形バルブ

写真５　ＧＸ形管の接合状況

写真６　ＧＸ形管の布設状況

６．おわりに
本事業は、士幌町の農業経営及び生活に

必要な用水を安定的に確保し、農業経営の合
理化及び生産性の向上に今後長期にわたって
貢献するものである。

ＧＸ形管による安心・安全なパイプラインの構
築は、営農用水の安定的な供給や、突発的な
事故がなく自然災害にも耐えうる強靭な管路が
構築できるといったメリットが期待され、営農用
水施設の維持管理に苦慮している技術者の願
いに答えるものである。

自然災害に見舞われた士幌町の復興や、今
後の発展に寄与する重要な基盤整備であること
を胸に刻み、事業主体である北海道と施設管
理者である士幌町は、地域農業に密着した事
業の展開を目指し、共に連携し業務に取り組ん
でいく所存である。

参考文献

１） 北海道農政部：営農飲雑用水施設設計
指針（案）、pp. 2-2

２） 士幌町役場建設課：士幌町水道耐震化
指針 2015.12 改訂、pp. 5-8
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70 ダクタイル鉄管

札幌市水道局では、冬季間に多発
する水道凍結への注意を呼びかける
ポスターを作成し、地下鉄駅や車両
内、市内大学などに掲出して市民へ
の PRを行っています。
　また、市内の指定給水装置工事事
業者団体「札幌市管工事業協同組合」
では、12月１日・２日に水道凍結防
止 PRイベントを開催しました。イベ
ントには約1,700 名の市民が来場さ
れ、会場内に展示した水抜き装置を
使用して、凍結事故を防止するための
水抜き方法や凍結した場合の対処方
法等を学んでいただきました。

　登米市水道事業所では、「じゃ口から　
安心とどけ　未来まで」をメインテー
マに、市民の皆様に安全・安心で安定
的な水道の PRを目的に、クイズ形式で
様々な取り組みを紹介しました。
　クイズでは、ろ過実験、飲水体験、
今年度運用開始した新田配水池の見
学、地震に強い耐震管のデモ機展示な
どを実施しました。
　クイズや体験を通し、広く市民の皆様
に水道事業について関心や理解を深め
ていただきました。

〜水道凍結防止展〜

〜登米市産業フェスティバル２０１６〜

札幌市水道局

登米市水道事業所

北海道支部

東北支部
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TOPICS 71

　矢巾町上下水道課では、町の秋まつり
に合わせて上下水道を知ってもらう「じ
ゃじゃっとまつり」を開催しています。
このイベントは本町の水道創設５０周年
を記念して始めたもので、今年で４回目
を迎えました。内容としては利き水や漏
水疑似体験など、楽しんで水道を知って
もらえるような体験型イベントを行って
おります。
　また、（一社）日本ダクタイル鉄管協
会にもご協力いただき、なかなか目にす
ることのできない耐震管のＰＲも行って
おります。今後も普段あまり意識されな
い水道だからこそ、知っていただくため
の努力を続けていきます。

　佐野市水道局では、例年約４万人の
来場者がある「どまんなかフェスタ」に
参加しています。
　平成 28 年度は11月 6日に開催さ
れ、水道局ブースでは、水道水と市販の
ミネラルウォーターの「飲み比べ」やピ
グ・消火栓といった水道の材料を的にし
た「輪投げ」を行い、大盛況のうちに終
了しました。
　また、今回は、（一社）日本ダクタイ
ル鉄管協会の協力により、ダクタイル耐
震管模型の展示を行い、来場された市
民の方々に、水道に対する理解を深め
ていただきました。

〜「じゃじゃっとまつり」〜

〜「どまんなかフェスタ」に参加〜

矢巾町上下水道課

佐野市水道局
関東支部

東北支部
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　島田市水道課では、災害に強い水道
施設への取り組みを、市民の皆様に広
く知っていただくために、当市開催の「く
らし・消費・環境展 2016」に出展しま
した。当日は、（一社）日本ダクタイル
鉄管協会のご協力のもと、耐震管のカ
ットモデルや解説パネルなどを展示し、
水道施設の更新・耐震化の必要性を、
楽しく学んでいただきました。また、来
場者に緊急時の備えとして非常用給水
袋を配布し、災害時の限られた水道水
の使い方を想像していただく良い機会と
なりました。

　富山市上下水道局では、呉羽山断層
帯を震源とするマグニチュード7.4 の地
震が発生し、広域的に上下水道施設に
被害が生じているという想定のもと、富
山市上下水道局事業継続計画（BCP）に
基づいた災害対応訓練を開催しました。
　訓練では、初動対応、連絡体制につ
いて検証を行うとともに職員の防災意
識の向上を図りました。
　また、新たに災害時の協定先である
富山市管工事協同組合（他下水道関連
組合）に参加いただき、総勢130名が
訓練に参加しました。

〜「くらし・消費・環境展2016」〜

〜災害対応訓練の開催 〜

島田市水道課

富山市上下水道局

関東支部

中部支部

平成29.4第 100号



TOPICS 73

　高岡市上下水道局では、市内の小学
４年生を対象に「出前講座」を開催し、
将来を担う子供たちに水の大切さや水
道・下水道事業の仕組みなどについて
理解を深めてもらう取り組みを行ってい
ます。
　また、２年連続「モンドセレクション
金賞」を受賞している本市の水道水を
詰めたペットボトル「高岡の水」を北陸
新幹線新高岡駅や各種イベント等にお
いて配布し、県内外に高岡市の魅力と
高岡の水道水をＰＲしています。

　伊勢市上水道課では、水道事業の取
組を知って頂くため、当市の「いせまつり」
に出展しました。当日は、給水車を使
用した応急給水体験を通じて、災害時
の水の大切さや備蓄水の重要性につい
て理解を深めて頂きました。
　また、（一社）日本ダクタイル鉄管協
会の協力を得て、耐震管のカットモデル
やパネル展示をし、耐震管路への更新
の必要性も紹介しました。あわせて当市
職員による漏水破損修理状況の写真を
展示し、日ごろの水道事業についてPR
することができました。

〜出前講座と高岡の水道水ＰＲ〜

〜「いせまつり」に出展〜

高岡市上下水道局

伊勢市上水道課

中部支部

中部支部
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　奈良県三郷町水道課では、町制施行
50周年 事業として、平成 28 年11月
26日 ( 土 )・27日 (日 )に 住民を対象
に浄水場見学会を開催しました。
 　両日とも前半は、信貴ヶ丘浄水場の
浄水工程、三郷町水道事業の歴史、ま
た現在進めている事業の説明を行い 、
後半は現行の水道施設見学をはじめ、
備蓄品、耐震対策技術の紹介等を行い
ました。
  　来場者の皆さんには、水道事業の
取り組みや生活に欠かす事の出来ない
「 水 」 について、理解と関心を深めて頂
きました。

　高知市上下水道局では近い将来発生
することが予想される南海地震に備え、
市内２５箇所に耐震性非常用貯水槽の
設置を進めています。今回一宮小学校
での工事にあわせて、同校の高学年を
対象とした現場見学会を開催しました。
　当日は上下水道局で行っている地震対
策事業を紹介し、現場で貯水槽の仕組
みや、給水車による応急給水体験を行
いました。参加した児童らは、地中の
管の大きさに驚くとともに、災害時の水
の確保について興味を持ち、防災意識
を高めることができました。

〜町制施行50周年 の記念事業〜
「浄水場見学会｣

〜耐震性非常用貯水槽の設置見学会〜

三郷町水道部水道課

高知市上下水道局

関西支部

関西支部
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　宮崎市上下水道局は、宮崎市が３年毎に行う
「宮崎市総合防災訓練」（防災関係機関・民間団
体・地域住民等、48機関約2,000名が参加）にラ
イフライン事業体として参加しました。
　この訓練は市民の防災意識の向上や防災関係
機関の連携向上を目的として行うもので、平成28
年度は12月18日（日）に宮崎市の大淀川河川敷イ
ベント広場を主会場に、南海トラフ巨大地震と大
津波を想定した訓練を行いました。
　上下水道局が実施した訓練内容としては、宮崎
管工事協同組合と連携した給水車等による応急
給水訓練、浄水場耐震改修工事のパネル展示、ま
た（一社）日本ダクタイル鉄管協会の協力を得て、
手動の耐震管模型や耐震管関連のパネル展示を
行い、来場者に災害への備えとしての耐震化や応
急給水体制構築の重要性について、より理解を深
めていただくことが出来ました。

〜「宮崎市総合防災訓練」〜宮崎市上下水道局

　岡山市水道局では、これまで小学校
を中心とした出前講座を行ってきました
が、一般のお客さまにも水道事業につ
いて関心を持っていただけるように、平
成２８年度から「公民館向け出前講座」
として６つの中から選択できる講座メニ
ューを作成し、ＰＲ活動を行っています。
メニューの内容を、災害時の応急給水
場所や水道局が取り組んでいる施設整
備・耐震化事業の紹介、防寒対策の実
演など、市民の生活に関わりが深いも
のを中心とした結果、着実に実施回数
が増えてきているところです。

岡山市水道局 〜公民館向け出前講座〜
中国・四国支部

九州支部
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　1月中旬、2016年の訪日外客数（外国人旅行者数）、

いわゆるインバウンドが前年の約2割増の2400万

人と報道された。一方、出国日本人数はほぼ20年

前から平均1700万人前後でほぼ横ばいといえる。

これまで出国数が外客数を大きく上回る状況だった

のに2015年には、一機に逆転した。そして出国数

のうち熟年層は増えているが、若年層は減る傾向に

あるという。個人志向の広がりやおかれた社会環境、

最近の円安傾向からすればいたしかたないのかもし

れない。だが、若者が海外から縁遠くなるのは気掛

かりだ。

　さて、私は家にこもるほうではなく、元来出たが

りの旅好きである。就職して20代の後半からは登

山をはじめ、その頃は休日の多くを山で過ごしてい

た。そんななか、初めての海外旅はご多分に漏れず

新婚旅行からだった。次の旅に思いをはせることは

なかったが、当時夢中になっていた登山の対象が海

外の山に向いたことで、1992年、35歳の時に山の

仲間十数名とのトレッキングでネパールを訪れる機

会を得た。このトレッキングは結果として1ヶ月近

くにもなったが、素晴らしい時間を過すことができ、

職場や家族の理解に感謝し、

次の考えは全くなかった。

　しかし何と次は仕事で海外

に出る機会を得ることになっ

た。札幌市は水道分野の技術

協力に熱心で、インドネシア、

フィリピン、タイなどにJICAを通じ技術者を派遣

してきた。なぜか、私にフィリピンマニラ派遣の声

がかかったのである。正直驚いたが、こんな機会は

もうない、思い切って行ってみようとかみさんを説

得し、当時38歳、年長だった息子と3人で予想も

しなかった海外生活を経験することになった。派遣

期間は1995年2月から2年間、技術協力のテーマ

は無収水低減化、派遣先はマニラ首都圏上下水道庁

だった。新たに始まったプロジェクトで結果を出す

ことはもちろんだが、家族といかに海外で暮らすか、

札幌市水道局　給水部　
配水担当部長

渡 邊  純 也

　「私の海外旅」

リレー
エッセイ
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リレーエッセイ

これが最大のテーマだった。恵まれたことに前任者

と派遣期間をラップさせてくれたため、家族と海外

で暮らす基盤を早々に固めることができ、専門家と

しての活動に戸惑うこともなかった。このプロジェ

クトは派遣先が民営化に舵をきったことから中止と

なったが、日本人が海外で活躍する姿を直に見て、

自ら水道の技術者として活動できたのはとても恵ま

れていたと思う。そしてこの派遣が海外との距離を

大きく縮めたのである。

　帰国後しばらくは、海外から遠のくことになった

が、2003年にひょんなことから母と姉、私の取り

合わせで旅行を計画することになった。旅行先は海

外に興味を持っていた母の意向もあってフィリピン

派遣を機に訪れていたタイを選んだ。70歳を超えて

いた母と子の旅は素晴らしいものになった。この旅

がその後ほぼ10年間にわたり、毎年母とのふたり

で海外に出るきっかけになった。40歳半ばだった私

の海外旅はこうしてリ・スタートした。かみさんは

留守中、病気療養していた父の面倒を見て協力して

くれ、感謝である。こんな家族の理解があって、親

孝行名目の海外旅は計10回、母82歳、私55歳ま

で続くことになった。

　これらの旅はでたがりの私にとってもいい息抜き

となり、母が欠けてからもその癖がなくなるわけも

なく、気ままなひとり旅へとかたちを変えた。母と

の旅では場所、行動におのずと制約があったが、企

画段階から旅を楽しみ、自由な旅ができるようになっ

た。ひとり旅は今も年1～2回のペースで続いている。

行き先は青い海と南国の陽射、そして人々の生活感

漂う東南アジアのリゾート地に出向くことが多く、

フィリピンのセブ、タイのプーケットやサムイ、イン

ドネシアのバリには複数回訪れ、あまり行き先を広げ

ず街歩きなどにのんびり時間を使うようにしている。

　最近は長く続けてきた登山の代わりに自転車を楽

しみ始めている。自分にとっては、登山は山を舞台

にした旅であり、自転車は旅をするツールなのであ

る。そこで、自分の体力や時間を考えながら、でき

うる範囲で海外旅に自転車を取り入れている。はじ

めは自転車を使った企画ツアーに参加したり、自転

車を借りて現地ツアーの移動手段として利用してき

た。ここ3回は自分の自転車を現地まで持ち込み、

無理しない範囲で荷物をすべて携行するツアーにも

トライしている。

　私の海外旅は、その時のニーズでかたちを変えな

がら、自分なりの興味で気ままに異国を楽しむもの

だ。これまでに旅に随分お金と時間をかけたが、そ

の甲斐はあったと自負している。子供や甥っ子たち

にもタイミングを見て海外に触れる機会を作ってき

た。20年ほど頻繁に旅に出ている間に、東・東南ア

ジア諸国は成長を遂げ、それを肌で感じることがで

きたと思う。いつも海外から戻るとわが街札幌が田

舎にみえる。近年はLCCも多くなってホテルの予約

もいたって簡単、民泊の情報までも流れている。ぜひ、

若者には成長著しい街をみて、その熱気や活力を感

じ、今後のありようを考える機会としてほしい。で

きるなら仕事で海外を深く見る機会を作りもしたい。

最近はインバウンドねらいの店が増え街の様子が変

わってきた。もてなしてその効果を享受するのもい

いが、海外に出て自ら活躍する日本人であってほし

い、そんな思いを持つ私である。
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講師名 テーマ
荒井　康裕　氏
首都大学東京　都市環境学部　准教授　　　 水道システムとエネルギー

石飛　博之　氏
国立研究開発法人国立環境研究所　理事 東日本大震災の教訓と災害環境研究

伊藤　禎彦　氏
京都大学大学院工学研究科都市環境工学専攻　教授　　

浄水処理−配水システムのトータルソリューション創出
へ向けて

内宮　靖隆　氏
八戸圏域水道企業団　工務課　課長補佐 強靭な水道施設に向けた管路耐震化の推進

菊池　明敏　氏
岩手中部水道企業団　局長　 水道事業における広域化と経営の効率化

木村　康則　氏
日本水道協会　工務部　部長　

事業環境の変化と危機管理（技術力の確保）
～現場・業務の今昔を踏まえて～

熊谷　和哉　氏
独立行政法人　水資源機構　経営企画部　次長　　 水道事業の現在位置と将来

鍬田　泰子　氏
神戸大学大学院　工学研究科　市民工学専攻　准教授　　

来るべき巨大地震災害に備えるために
水道事業ができること

小泉　　明　氏
首都大学東京　都市環境学部　特任教授　　 水道システムに関する最近の共同研究

小林　寛司　氏
名古屋市上下水道局　前局長　

名古屋市上下水道事業　中期経営計画
「みずプラン 32」

近藤　才寛　氏
厚生労働省水道課　課長補佐　 水道事業の課題と今後の展望

佐藤　裕弥　氏
公営企業アドバイザー　　　

水道事業基盤強化方策と官民連携による
改革事例について

滝沢　智　氏
東京大学大学院　教授　　 水道施設の更新に向けた課題と新たな取り組み

長平　武信　氏
厚生労働省水道課　課長補佐　 水道事業の課題と今後の展望

能島　暢呂　氏
岐阜大学工学部　教授　　 水道システムの地震時信頼性を高めるために

平山　修久　氏
名古屋大学減災連携研究センター　准教授　　 南海トラフ巨大地震に備えた水道システムのあり方

町田　忠男　氏
秩父広域市町村圏組合水道局経営企画課主席主幹　　 秩父地域における水道広域化の取組みについて

松本　要一　氏
大阪広域水道企業団技術長兼事業管理部長兼計画課長　

大阪府域の水道広域化について
（府域一水道をめざして）

丸山　喜久　氏
千葉大学　都市基盤工学教育研究領域　准教授　　 近年の地震時の際の埋設管路網の被害分析

三浦　房紀　氏
山口大学　特命教授　副学長　 南海トラフ巨大地震に備える

宮島　昌克　氏
金沢大学　理工研究域環境デザイン学系　教授　　 熊本地震における被害の特徴と今後の課題

吉田　　望　氏
東北学院大学　工学部環境建設工学科　教授　 液状化と液状化に伴う地中構造物の被害

若松　加寿江　氏
関東学院大学　理工学部　教授　 平成 28年熊本地震の課題と教訓

　協会では、「水道事業の良きサポーター」を目指し、水道事業に関する最新の情報や先進事業体の実例を学識者
や事業体職員を講師に迎えて、各支部ごとに講演会を実施しています。
　平成29年度は名称を「講演会」から ｢ダクタイル鉄管協会セミナー」に改称して、昨年同様、開催する予定です。
　開催日、会場、講演内容については、ホームページ、業界新聞などでお知らせします。是非ともご参加下さい。

平成 29 年度　「ダクタイル鉄管協会セミナー」 28年度は21会場で約1600名参加

昨年度の講師とテーマ
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会場の様子

講演会場に隣接した会場ではカットサンプルを展示

講演会にあわせてロビーで行った展示会
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　平成29年度は名称を「講演会」から ｢ダクタイル鉄管協会セミナー」に改称して、昨年同様、開催する予定です。
　開催日、会場、講演内容については、ホームページ、業界新聞などでお知らせします。是非ともご参加下さい。

平成 29 年度　「ダクタイル鉄管協会セミナー」 28年度は21会場で約1600名参加

昨年度の講師とテーマ
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規格ニュース
平成29.4第 100号

　JWWA Ｇ 120・121は、呼び径 300・400 のＧＸ形ダクタイル鋳鉄管（以下、直管という。）、ダクタイル鋳
鉄異形管（以下、異形管という。）、JWWA Ｂ 120 は、呼び径 300・400 のＧＸ形ソフトシール仕切弁（以下、
バルブという。）を追加して平成 29 年1月26日付けで改正された。

Ｊ WWA Ｇ 120・121（水道用ＧＸ形ダクタイル鋳鉄管・異形管）
Ｊ WWA Ｂ 120（水道用ソフトシール仕切弁）

1　直管および異形管の概要
　呼び径300・400のＧＸ形直管および異形管は、
呼び径75～250と同じ継手性能及び継手構造とし
た。ただし、呼び径400の切管ユニット（Ｐ-Ｌｉｎｋ、
Ｇ-Ｌｉｎｋ）は、質量が大きくなり施工性の向上が望
めないことから規定しなかった。また、外面は耐食亜
鉛系塗装としている（表1参照）。

2　バルブの概要
　呼び径300・400のＧＸ形バルブは、JWWA Ｇ 
121の異形管と同じ継手構造とした。また、弁箱外面
は、耐食亜鉛系塗装としている（表2参照）。
　バルブの構造を図3に示す。

項 目
内 容

呼び径75～250 呼び径300・400

継手構造 直　管：プッシュオンタイプ(図1参照)
異形管：メカニカルタイプ(図2参照)

継手性能
伸縮量：管長の±1％
離脱防止力：3Ｄ kＮ（Ｄは呼び径mm）
許容屈曲角度：4°

直管の管厚 1種管（Ｄ1）、Ｓ種管（ＤＳ）

切管ユニット Ｐ-Ｌｉｎｋ、Ｇ-Ｌｉｎｋ
ただし、呼び径400は規定なし

外面塗装 外面耐食亜鉛系塗装

項 目
内 容

呼び径75～250 呼び径300・400

継手構造 異形管と同じメカニカルタイプ

継手性能 異形管と同じ
離脱防止力：3Ｄ kＮ（Ｄは呼び径mm）

種　　類 3種（呼び圧力10Ｋ）、4種（呼び圧力16
Ｋ）ただし、呼び径400の4種は規定なし

接合部の形状 両受式

弁箱外面の
塗装 耐食亜鉛系塗装

表 1　直管及び異形管の概要 表 2　バルブの概要

図 1　直管の構造

図 2　異形管の構造 図 3　バルブの構造

※フックは、曲管、乙字管の挿し口側の管体部の左右
　2か所に設ける。
※接合は、押輪が受口にメタルタッチすれば完了する。
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項目 呼び径 300 ～ 600 呼び径 700、800、900 ～ 1500

継手の構造

直管 直管

異形管：JIS Ｇ 5527（ダクタイル鋳鉄異形管）及びJDPA Ｇ 1027（農業用水用ダクタイル鋳鉄管）の異形管
を使用する。
　JDPA Ｇ 1027の異形管を下表に示す。

呼び径 異形管の種類
300 ～  600 Ｋ形両受曲管（90°、60°、45°、30°、22 1/2°、11 1/4°、5 5/8°）
600 ～ 1500 Ｋ形曲管（60°、30°）
300 ～ 2000 Ｔ形用継ぎ輪

注記　Ｋ形両受曲管及びＫ形曲管は、JDPA Ｇ 1027-2016 の改正によって追加した｡

管厚

内面塗装 直　管：エポキシ樹脂粉体塗料に無機系材料を混合した塗装〔シリカエポキシ樹脂塗装（粉体）〕
液状エポキシ樹脂塗料に無機系材料を混合した塗装〔シリカエポキシ樹脂塗装（液状）〕

外面塗装 直　管：合成樹脂塗料（褐色）

外観

直　管

　設計水圧1.0ＭＰa以下の農業用水、下水道(汚水・汚泥を除く)などに用いるＡＬＷ形ダクタイル鋳鉄管（以下、直
管という。）は、平成29年2月9日付けで呼び径900～1500を追加して呼び径の範囲を300～1500に拡大、ま
た、呼び径の拡大に伴って内面塗装に液状エポキシ樹脂塗料に無機系材料を混合した塗装〔シリカエポキシ樹脂塗
装（液状）〕を追加してシリカエポキシ樹脂塗装（粉体）と併せて2種類にするなどで改正した。
　ＡＬＷ形ダクタイル鋳鉄管の概要を下表に示す。

ＪＤＰＡ Ｇ １０５３ （ＡＬＷ形ダクタイル鋳鉄管）の改正

直　管： 単位 mm
管種 呼び径

300 350 400 450 500 600 700 800 900 1000 1100 1200 1350 1500
ＡＬ1 種管 6.0 7.0 7.5 8.5 9.0 10.5 11.5 12.0 13.5 15.0 16.5 18.0 20.5 22.5
ＡＬ 2 種管 4.5 4.5 5.0 5.5 5.5  6.5  7.5  7.5  8.0  9.0 10.0 12.5 14.0 16.0

ＡＬＷ形ダクタイル鋳鉄管の概要
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東京都水道局
NS形　呼び径600

東京都水道局
US形　呼び径2000



高知県宿毛市水道課
NS形 E種　呼び径75

徳島県海陽町上下水道課　　
NS形 E種　呼び径75



徳島県吉野川市水道部
NS形 E種　呼び径100

山梨県笛吹市公営企業部水道課
NS形 E種　呼び径100

岡山県赤磐市上下水道課
NS形 E種　呼び径100

高知県宿毛市水道課
NS形 E種　呼び径75

徳島県海陽町上下水道課　　
NS形 E種　呼び径75



兵庫県宝塚市上下水道局
PN 形　呼び径800



松山市公営企業局
NS形　呼び径1000

兵庫県宝塚市上下水道局
PN 形　呼び径800



静岡市上下水道局
PN形　呼び径　400・500× 2



兵庫県姫路市水道局
NS形　呼び径350／GX形　呼び径400

宮城県石巻地方広域水道企業団
GX形　呼び径100

静岡市上下水道局
PN形　呼び径　400・500× 2



宮城県仙南仙塩広域水道事務所　
NS形　呼び径800

新潟市水道局
NS形　呼び径700



埼玉県企業局
S形　呼び径1100

神奈川県企業庁
PN形　呼び径800

宮城県仙南仙塩広域水道事務所　
NS形　呼び径800

新潟市水道局
NS形　呼び径700



熊本県県北広域本部阿蘇地域振興局
ＡＬＷ形　呼び径６００

大切畑地区県単農地等災害復旧事業第3号工事

関東農政局那珂川沿岸農業水利事業所
ＡＬＷ形　呼び径800



九州農政局南部九州土地改良調査管理事務所
ＡＬＷ形　呼び径４００

九州農政局西諸農業水利事業所
ＡＬＷ形　呼び径４００

熊本県県北広域本部阿蘇地域振興局
ＡＬＷ形　呼び径６００

大切畑地区県単農地等災害復旧事業第3号工事

関東農政局那珂川沿岸農業水利事業所
ＡＬＷ形　呼び径800



北海道上川総合振興局　旭川建設管理部
S形　呼び径2600

広島県廿日市市水道局
LUF形耐震形貯水槽100㎥　呼び径2000
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